














































































































法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 37(550)
(１) 類似の分析が多く見られる｡ 例えば, 日本法に立脚して分析したもの
として, 竹内昭夫 ｢株主代表訴訟の活用と濫用防止｣ 商事法務1329号35～
36頁 (1993)；アメリカ法に立脚して検討したものとして, Daniel R.
Fischel & Michael Bradley, The Role of Liability Rules and the Derivative Suit
in Corporate Law: A Theoretical and Empirical Analysis, 71 Cornell L. Rev.
















































38(549) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(２) 類似な主張として, 竹内昭夫 ｢取締役の責任と代表訴訟｣ 同 『会社法

























なぜならば, 一般的な民事損害賠償訴訟では, 原告は通常, 訴訟にかかる
費用 (直接的費用と間接的影響を含む) とそのもたらす便益 (回復される
損害賠償額) を予測計算する上で提訴に至る場合が多く, また, 費用便益
分析を行わなくても原告自身が費用を負担するので特に問題が生じないの
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(４) 同旨として, 近藤光男 ｢代表訴訟に関する一考察｣ 竹内昭夫先生還暦
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(９) 河本一郎 ｢役員の民事責任とその機能 ｣ 吉永栄助先生古稀記念 『進



















し, 費用が便益を上回る場合, 損害回復機能は実現できないが, 違法行為
抑止機能は依然として実現できる｡ この場合, 代表訴訟の提起・維持が容
認されるべきかはどちらの機能を主要立法目的に据えるかによって判断さ
れる｡ すなわち, 損害回復機能を主要立法目的だとすれば, 責任追及の対
象と責任原因に関係なく, 当該代表訴訟の提起・維持を認めるべきではな











(10) 末永敏和 ｢コーポレート・ガバナンスと健全性確保 商法の立場か
らの検討 ｣ 商事法務1542号18～20頁参照 (1999)｡
(11) このような経営監督機能に加えて, 判例の蓄積によって制定法の空白
を補填し, 取締役の義務内容を明らかにすることができるため, 教育と社
会的機能もある｡ See American Law Institute, Principles of Corporate
Governance : Analysis and Recommendations, 27 Introductory Note,
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る必要がある｡ もし, 株主総会が実際に機能せず, 支配株主ないし経営陣
の意向を反映しているだけであれば, いずれの機能も達成できないと評価
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の分配問題に転化できる｡
(3) 理想な主要立法目的の選択
では, この両機能を如何に取捨すべきであるのか｡ まず, 損害回復機能
だけを追求するのであれば, 加害者の資力や救済手続のコストなどの観点
から, 損害保険制度の方がより株主の救済に役立つ｡ また, 損害回復機能
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(15) 改正法 (2005年主席令第四十二号) は2005年10月27日に公布され,
2006年１月１日から施行された｡
(16) 周知の通り, 近年, 制定法によって明確に代表訴訟制度を導入する法
域が増えつづけているが, 現実に当該制度がもっとも利用されているのは
恐らくこの二か国であろう｡






































































する｡ そして, 第二章と第三章は, 第一章と同じ順番で日本法と中国法を
考察する｡ 終章は日米の比較検討を通じて中国法の今後の改革方向への提














法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 47(540)





ため, 本稿は, 英米法の当該制度を派生訴訟と称し, それ以外の場合は代
表訴訟に統一する｡










































48(539) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(23) 英米における制度の沿革についてはすでに多くの優れた先行研究が存
在する｡ 例えば, 小林秀之 ｢株主代表訴訟の沿革と手続法的構造｣ 小林＝
近藤編前掲注(６)189～198頁；新谷勝 『株主代表訴訟改正への課題』 112
～124頁 (中央経済社, 2001)；山田泰弘 『株主代表訴訟の法理 生成と
展開 』 11～32頁 (信山社, 2000)；周剣龍 『株主代表訴訟制度論』 9～
17頁 (信山社, 1996)；池田辰夫 ｢株主の代表訴訟の法構造｣ 阪大法学通
号149・150, 225～262頁 (1989)；竹内昭夫 ｢株主の代表訴訟｣ 同 『会社
法の理論Ⅲ』 221頁 (有斐閣, 1990)；田中英夫＝竹内昭夫 『法の実現にお
ける私人の役割』 36～40頁参照 (東京大学出版会, 1987) が挙げられる｡
これらの文献及び本稿は, Bert S. Prunty, The Shareholders’ Derivative
Suit : Notes on its Derivation, 32 N.Y. U. L. Rev. 980 (1957) に負うところ
が大きい｡ また, さらにこれら以前の文献としては, 北沢正啓 ｢アメリカ
会社法における株主の代表訴訟｣ 法協雑誌68巻６号669～673頁 (1950)｡
(24) 赤堀光子 ｢取締役の忠実義務 (一)｣ 法学協会雑誌10～13頁 (1968)







(Royal Charter) が必要であった｡ この特許主義の下で, 企業形態は初期
の商人ギルド (guild of merchant) や規制会社 (regulated company) から,
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Law, 1954, 550 (5th ed. 1992); Keeton, The Director as Trustee, 5 C.L.P. 11,
13, 15 (1952); Cooke, Corporation, Trust and Company : An Essay in Legal
History, 110111, 154 (1950).
(25) An Act for the Registration, and Regulation of Joint Stock Companies,
1844, 7 & 8 Vict., c. 110.
(26) イギリス企業組織の発展史について, 上田純子 『英連邦会社法発展史
論』 (信山社, 2005)；大隅健一郎 『新版株式会社法変遷論』 (有斐閣,
1987)；大塚久雄 『大塚久雄著作集第一巻 株式会社発生史論』 (岩波書店,
1969)；本間輝雄 『イギリス近代株式会社法形成史論』 (春秋社, 1963)；
星川長七 『英国会社法序説』 (勁草書房, 1960) などを参照｡
(27) See Gower, supra note 24, at 21.
(28) 株式会社の起源を特許会社に求めた大塚久雄は株式会社が他の企業形
態と区別する基本的特質として, ①全社員の有限責任, ②会社機関の存在,
















の結合ができないことはない｡ しかし, 当時の社会的要請は, 多数者の企
業参加ではなく, 経営が少数者の手に委ねながら, 多数の資本を糾合でき,
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を加えたからである｡ See A. B. DuBois, The English Business Company
after the Bubble Act, 17201800, at 12 et. Seq. (N.Y. 1938).
(32) 組合法は17世紀半ばから萌芽を発し, 18と19世紀に組合員相互間の代
理関係と人的無限責任という二つの主要特徴がすでにはっきり認識された｡
Gower, supra note 24, at 20.
(33) その他に, 設立証書上の株主有限責任の条項について, 普通法上は法
人格を取得しない限り, 有限責任が認められないため, 株主間でのみ効力
達してきた信託が利用され始めた｡ この種の会社では, 株式引受人は資本















いうのは従来の一般的理解である｡ しかし, 信託法, 代理法, 会社法, 組
論
説
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を有し, 第三者が株主の有限責任について通知を受けた上で契約を締結し





(34) See Gower, supra note 24, at 30.
(35) 株式の自由譲渡性と株主の有限責任を掲げることは明らかに泡沫法の
規定に違反するが, 18世紀中頃から, この制限を緩和するものが多く, 泡
沫法は現実的に空文化されつつあった｡ 本間・前掲注(26)36頁｡















Charitable Corporation v. Sutton事件
(38)






































52(535) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(37) See L. S. Sealy, The Director as Trustee, 1967 Camb. L. J. 83, 8386.






の指揮と監督権限を与えた者の代理人 (agents) であり, 彼らが無報酬で
あっても, 忠実かつ合理的な注意をもって職務を遂行する義務を負い, 通
常の信託受託者 (trustees) に関する判例に服すると判示し, 取締役の監
督義務違反の責任を認めた｡
(39) See Sealy, supra note 37, 8586.
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(40) 本間・前掲注(26)１頁｡ See also Ballantine, on Corporations, 33 (rev.
ed. 1946).
(41) The Joint Stock Companies Act, 1856, 19 & 20 Vic., c. 47.
(42) 前掲注(36)参照｡
(43) See Stephen C. Yeazell, From Group Litigation to Class Action, Part I :
The Industrialization of Group Litigation, 27 UCLA L. Rev. 514 (1980)
[hereinafter cited as Yeazell, Part I]; Yeazell, From Group Litigation to Class
Action, Part II : Interest, Class, and Representation, 27 UCLA L. Rev. 1067
(1980). See also George M. Stricker, Jr., Protecting the class : The Search for




｡ その後, 会社内部の紛争についても利用された｡ 例えば,
1722年の Chancy v. May事件
(45)
において, 衡平法裁判所は訴訟に参加して
















に, その主張を退けた｡ その後も株主による ｢代表訴訟｣ が何件か認めら
れた
(47)

























54(533) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(44) E.g., City of London v. Richmond, 23 E.R. 870 (Ch. 1701).
(45) 24 E.R. 265 (Ch. 1722). See Yeazell, Part I, at 535552. 教会の真鍮工






(46) 4 Russ. 562, 38 E.R. 917 (Ch. 1828).




｡ 例えば, 1840年の Preston v. The Grand
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(Vice-Ch. 1840); Wallworth v. Holt, 4 My. & Cr. 619, 41 E.R. 238 (Ch. 1841).
(48) Prunty, supra note 23, at 982.
(49) 11 Sim. 327, 338, 59 E.R. 900, 904 (Vice-Ch. 1840).
(50) 2 Hare, 461, 67 E.R. 189 (Ch. 1843). 本件判決及び関連事件を検討し
た日本語文献として, 吉本健一 ｢イギリス会社法における株主代表訴訟
Foss v. Harbottleのルールの形成と展開 ｣ 奥島孝康教授還暦記念
第一巻 『比較会社法研究』 33～46頁参照 (成文堂, 1999)｡
質は取消し得る (voidable) ものであるが, 受益者たる会社は事実上の取
締役会が存在し, また株主総会も開催される可能性があるので, 法人とし
て救済を得ることができると判示し, 原告株主の提訴を却下した｡ 本件判
決から二つの関連する重要な原則が導かれる｡ すなわち, 第一に, 会社に
対して行われた不正行為を主張する訴訟の適切な原告は一応会社自身であ













































56(531) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(51) See Edwards v. Halliwell, [1950] 2 All E.R. 1064.
(52) Davies, Gower and Davies’ Principles of Modern Company Law, 458 (7th
ed. 2003).
(53) See, e.g., Pavlides v. Jensen [1956] Ch. 565 ; Prudential Assurance Co
Ltd v. Newman Industries Ltd and others (No. 2) [1982] Ch. 204.
(54) 吉本健一 ｢イギリス会社法における取締役の義務違反行為の承認と責
任免除｣ 酒巻俊雄先生古稀記念 『21世紀の企業法制』 872874頁参照 (商




いのかという問題になる｡ Jenkins裁判官は Edwards v. Halliwell事件にお
いて, ①会社能力外 (ultra vires the company) の行為, ②少数派に対す
る詐欺 (fraud on the minority) の行為, ③特別多数 (special majority)
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(55) [1950] 2 All E.R. 1064.
(56) K. W. Wedderburn, Shareholders’ Rights and the Rule in Foss v.
Harbottle, 1957 Camb. L. J. 194, 196.
(57) See, e.g., K. W. Wedderburn, Shareholders’ Rights and the Rule in Foss
v. Harbottle (continued), 1958 Camb. L. J. 93, 9496.




｡ すなわち, 18世紀には, 衡平法裁判所は
解散命令を除いて, 組合の内部紛争に干渉しないという原則が確立されて
いたが, 19世紀早期になると, 衡平法裁判所は解散命令が不正行為者に












































58(529) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(59) See Wedderburn, supra note 56, 196197.
(60) Id.; See also A. J. Boyle, The Minority Shareholder in the Nineteenth
Century : A Study in Anglo-American Legal History, 28 Mod. L. Rev. 317,
318319 (1965).
(61) See Aharon Barak, A Comparative Look at Protection of the Shareholders’
Interest Variations on the Derivative Suit, 20 Int’l & Comp. L. Q. 22, 2930
(1971).
(62) L. C. B. Gower, Some Contrasts between British and American Corpora-
tion Law, 69 Harv. L. R. 1369, 1385 (1956). 日本語訳としては, 北沢正啓
｢英米株式会社法の相違点｣ 同 『株式会社法研究 (3)』 366～394頁 (有斐
閣, 1997)｡























の Hichens事件判決を引用して, ｢代表訴訟｣ の利用を認めた｡








と同様に, 会社の権利は認識されず, 株主は個人の権利に基づいて ｢代表
論
説
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(64) 山口幸五郎 ｢アメリカ会社法における取締役の地位の変遷｣ 同 『会社
取締役制度の史的展望』 68頁以下参照 (成文堂, 1989)｡
(65) Attorney General v. Utica Ins. Co., 2 Jones. Ch. 371 (N.Y. 1817).
(66) 3 Paige Ch. 222 (N.Y. 1832).
(67) 実際には本件以前にも派生訴訟に該当する判例が何件かあった｡ See
Prunty, supra note 23, at 986988.
(68) Id., at 986.























































60(527) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(71) Id., at 990.
(72) 3 Ed Ch. 446 (N.Y. 1841).
(73) Prunty, supra note 23, at 990991.






識した連邦最高裁は1881年の Hawes v. Oakland事件判決
(75)
で, 明確に提訴












て提訴請求要件を採用した｡ すなわち, ｢彼 (原告株主) は会社内部で彼
の望む訴訟または個人権利の救済を獲得するためには彼が手の届く範囲の
全ての手段を尽くしたことを示して裁判所を納得させるべきである｡ 彼は
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(75) 104 U.S. 450 (1881).
(76) 本件判決以前にも提訴請求要件を要求した判決もあったが, 本件判決
の影響がもっとも大きい｡ See e.g., Brewer v. Boston Theatre, 104 Mass.
378 (1870).






















































62(525) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(77) 104 U.S. 450, 460461 (1881).
(78) Equity Rule 94, 104 U.S. ix-x (1882).
(79) See 5 Moore’s Federal Practice,§23.1.08 [2] [d] (Matthew Bender 3d
ed.)

















ういう場合に, この要件が必要になるのか｡ まず, 取締役会に対する提訴
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(81) See ALI, Principles 7.03 comment h.
(82) E.g., Del. Ch. Ct. R. 23.1(a); N. Y. Bus. Corp. Law 626(c); Cal. Corp.
Code 800(b)(2). See also Delaware leading case Mayer v. Adams, 141 A.2d
458 (Del. 1958).
(83) Alaska Stat. 10.06.435(g).
(84) Ala. R. Civ. P. 23.1 ; Ariz. R. Civ. P. 23.1 ; Colo. R. Civ. P. 23.1 ; Kan. Stat.
Ann. 60223a ; La. Code Civ. P. Ann. Arts. 615 ; Minn. R. Civ. P. 23.09 ; Mo.
Sup. Ct. R. 52.09 ; Nev. R. Civ. P. 23.1 ; Ohio R. Civ. P. 23.1 ; 12 Okla. St. 









｡ したがって, 詐欺, 違法行為, あるいは会
社権限外の行為は株主の全員一致でなければ追認できないというコモンロー
の一般原則によれば, 原告株主がこれらの行為を主張したら, この要件が








































64(523) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(85) See Daniel R. Fischel, The Demand and Standing Requirements in
Stockholder Derivative Actions, 44 U. Chi. L. Rev. 168, 183 (1976).
(86) 判例では, 利害関係を有する株主が追認決議に関与した場合は当該決
議が通常無効とされる｡ See ALI, Principles 7.11 reporter’s note 2.
(87) See note, The Nonratification Rule and the Demand Requirement : the
Case for Limited Judicial Review, 63 Colum. L. Rev. 1086, 1087 (1963).
(88) See George D. Hornstein, The Shareholder’s Derivative Suit in the





















｡ そういった理由で, RMBCA 7.42
(94)
も
この要件をまったく要求していないし, アメリカ法律協会 (ALI) の 『企
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(89) See Fischel, supra note 85, at 186187.
(90) See, e.g., S. Solomont & Sons Trust v. New England Theatres Operating
Corp., 326 Mass. 99, 93 N.E.2d 241 (1950); Palley v. Baird, 356 Mass. 737,
254 N.E.2d 894 (1970).
(91) See DeMott, supra note 80, 5 : 2.
(92) Clark, Corporate Law, 649 (1986).
(93) Id. See also ALI, Principles 7.03 comment h.
(94) See American Bar Association, Model Business Corporation Act (revised
in 1984) [hereinafter cited as RMBCA] 7.42 official comment 2.
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開示の下で, 利害関係を有しない株主の過半数によって承認されなければ
ならず, かつ訴訟の終了が会社の財産の浪費を構成しない場合にはじめて
裁判所が訴訟を却下することができると勧告されている｡ See also, Mass.
Gen. Laws Ann. Ch. 156D, 7.44(b)(3).
(96) Ferrara & Abikoff & Gansler, Shareholder Derivative Litigation :
Besieging the Board, 1.03 at 115 (2007).
(97) Prunty, supra note 23, at 991.
(98) Prunty, supra note 23, at 989.




























の要請である｡ また, Glennによれば, 会社の法主体性以外に, ゴーイン
論
説
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(100) See Note, Shareholder Derivative Suits : Are They Class Action? 42 Iowa
L. Rev. 568 (1957).
(101) Garrard Glenn, The Stockholder’s Suit－ Corporate and Individual
Grievance, 3 Yale L. J. 580, 590 (1924); See also Norman Winer, Jurisdiction
Over the Beneficiary Corporation in Stockholders’ Suits, 22 Va. L. Rev. 153
(1936).
(102) See Prunty, supra note 23, at 989.




以上のように, アメリカでは, 派生訴訟が派生的 ｢代表訴訟｣ とでも表
現でき, 派生訴訟性と代表訴訟性の二重性質を有すると一般的に認識され
ている｡ 例えば, アメリカでは, 以下のような説明が一般的になされてい
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(104) See Glenn, supra note 101, at 585592.
(105) Mclaughlin, Capacity of Plaintiff-Stockholder to Terminate a Stockholder’s
Suit, 46 Yale L. J. 421, 423 (1936).
(106) Clark, supra note 92, at 639.
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(107) See David A. Skeel, The Accidental Elegance of Aronson v. Lewis, 67


















































70(517) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(108) See Id., at 7.
(109) See Manson v. Curtis, 119 N.E. 559, 562 (N.Y. 1918).
(110) 中村信男 ｢イギリス法上の株主総会｣ 中村一彦先生古稀記念 『現代企
業法の理論と課題』 369頁以下参照 (信山社, 2002)｡





としている｡ そして, 1930年代以降, アメリカ大規模公開会社の株式所有
の分散化はさらに進み, 1975年に至ると, 上位の非金融会社200社の経営
者支配比率は82.5％に達した｡ See Edward S. Herman, Corporate Control,
Corporate Power, 6566 (1981).
(112) See William L. Carey & Melvin Aron Eisenberg, Cases and Materials on













る｡ 特に会社荒らし訴訟 (strike suit) の多発は1930年代から指摘され始
めた
(114)
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内, 和解したのが246件で, 原告勝訴判決が２件, 被告勝訴判決が13件,
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アメリカでは, 株主訴訟に限らず, 訴訟社会と呼ばれているように, 民
事訴訟が活発であり, その最大の原因は弁護士の数が多く, 競争が生じて
いるためであろう｡ その象徴として, アメリカでは弁護士報酬について完
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｡ また, 上記データでも示している通り, 和解した場合
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適切性要件を23(b)の派生訴訟にも適用した｡ See Mary Elizabeth
Matthews, Derivative Suits and the Similarly Situated Shareholder Require-







｡ これらの規定に対して, RMBCA 7.41(2)は ｢同様な立場にある株
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したがって, RMBCAの規定の文言を採用すれば, つまり, 派生訴訟性か
らこの要件を根拠づけるならば, 原告株主が多数株主の利益を代表しなけ
ればならないというような解釈が可能になり, 派生訴訟制度の利用を大き
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, または名義貸しの職業的原告 (professional plaintiff) であっ
ても
(158)
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｡ 典型的には, 弁護士が原告であると同時に, 訴訟の代理
人を務めようとする場合には利益相反が存在する｡ 僅か一部の裁判所はそ
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ownership requirement) と称されている要件が規定されている｡ すなわ
ち, 原告株主はその主張する不正行為の発生時に当該会社の株主であった
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P. Harbrecht, The Contemporaneous Ownership Rule in Stockholders’
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ら, 会社に対する損害回復を通じて, たなぼたの利益 (windfall) を受け
るからである｡ まず, この目的の根拠はいわゆる効率的資本市場仮説
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｡ したがって, この例外は, 理論上広く受
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めて有利な推定をもたらす証拠がある事例であること (a strong prima
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ことができる｡ 15 Pa. Consol. Stat. 1782(b).
(210) 本稿で後述する70年代以降に, 取締役会と原告株主との権限分配によ
るスクリーニング制度が形成されたため, 行為時所有要件を廃止すべきで
あるという見解は示されている｡ See J. Travis Laster, Goodbye to the
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Setting the Legislative Purpose and Designing of Shareholder
Derivative Litigation in Publicly Held Corporation :
A Comparative Analysis of the US, Japan and China
Qingbin RUAN
A shareholder derivative suit does not always contribute to the
corporation. So we need to regulate its procedures, while not impairing its
functions. This article explores a possible legislative reform about this
problem for Chinese law through a comparative analysis of the US and Japan.
I divide this problem into two different cases.
In the first case, plaintiff’s (or attorney) intention or motivation to file the
suit is to strike or harass the corporation. This case is the abuse of judicial
system, we should terminate the suit at an early stage, and don’t need to
make a cost-benefit analysis to assess whether the suit really contribute to
the corporation.
In the US, the first cases are mainly regulated by adequacy of representa-
tion requirement and contemporaneous ownership requirement. The former
does not be examined by the court’s own authority unlike in the class action,
it is just a demurrer, and US courts have generally dismissed the suit just
when there is an obvious conflict of interest. Under this circumstance, it can
be said that plaintiff has an injurious intention, so this examination had been
applied to plaintiff’s subjective state of mind. But the later can inhibit the suit
regardless of plaintiff’s subjective state of mind. Therefore, it tends to be
relaxed in the US.
In contrast, Japanese Corporation law institutes a two-stage system to
regulate the first cases. The first stage is the general doctrines such as abuse
of rights which have been applied to shareholder’s obviously injurious
intention, and the order to pride security by the court has been applied to
non-obviously injurious intention as the second stage.
In China, it is considered that the general doctrines can also be applied.
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論説
However, the Corporation Act provides a 1％ holding requirement for a
plaintiff shareholder. As a result, there has been only one derivative suit
about publicly held corporations since the Act became effective.
From the comparative study mentioned above, I propose that Chinese law
should eliminate the 1％ holding requirement, and adopt the order to pride
security instead.
On the other hand, even if plaintiff’s intention is honest, the suit does not
always contribute to the corporation. In this second case, we need to make
a cost-benefit analysis. When the costs exceed the benefits, the suit should
not be terminated immediately, because derivative suits can also perform a
deterrent function as an important mechanism of corporate governance
besides a compensation function. In circumstance of conflict of the
deterrence and compensation functions, we need to make a choice which
function should be the one as the primary legislative purpose. I think that the
ideal choice is to achieve a balance between the two by allocating litigation
authority. This is an issue of substantive law involved in procedures. In
order to allocate the litigation authority, there are three conceivable bodies
other than the plaintiff-shareholder.
The first one is a shareholders’ meeting. The Common Law of England
has adopted this approach which permits the suit just when the claim falls
under the exceptions to the majority rule. But the US, Japan and China does
not adopt this approach. As to this matter, I propose that Chinese law should
maintain the current stance not only because this approach is inefficient but
also because shareholder democracy does not work in public corporations.
And importantly, the controlling shareholder of many public corporations in
China is the Government.
The second one is a court. However, whether a corporation should file a
suit is a business judgment, I don’t think a judge is good at this job, and
independence of Judges in China is doubtful. So I don’t think this approach
is reasonable.
The last one is a Supervisory Board. In the US, virtually all the states’
rules have allowed the Board of Directors to control the litigation through
special litigation committee or demand requirement from 1970’s. As a result,

























deterrent purpose has been reduced. In contrast, Japanese law has not
conferred litigation authority to a Supervisory Board (Board of Directors or
Audit & Supervisory Board), and the deterrent purpose is being emphasized.
I analyze the reason behind the differences of policy between the US and
Japan, and conclude that the key to policy choices is whether independence
of Supervisory Board members has been substantially improved. Chinese
law takes the same approach as Japan now. I propose that it should be
maintained because it is generally considered that Supervisory Board in
China does not work independently. In accordance with this conclusion, I
also propose that absolute outsiders should be excluded from the scope of
defendant.
Finally, for derivative suits to work truly, I urge that the Chinese
Corporation Act should deem a derivative suit as a non-property claim so that
the complaint filing fee can be cheaper and provide prevailing shareholders
can recover legal its costs from the corporation.
100(487) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
